
御嵩町告示第44号

　御嵩町職員の給与等について、その概要を次のとおり公表する。

御嵩町長　　渡邊　公夫

１１１１　　　　総括総括総括総括

（1）（1）（1）（1）人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（2）（2）（2）（2）職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注） 職員手当には退職手当を含まない。

（3）（3）（3）（3）ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

（注） 1

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3

（4）　（4）　（4）　（4）　給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況 ※人事委員会を設置していないため、該当なし

（5）　（5）　（5）　（5）　給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

　　　　①給料表の見直し

　[　　実施　　　　未実施　　]

　　　　　　　　　　　％

（平成30年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

18,448 6,811,018 149,629 1,129,994 16.6 13.0

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 １人当たり （参考）類似団体平均

5,529

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）　を用いて、学
歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値であ
る。

平成31年4月26日

人事行政の運営、給与等の状況の公表　（平成31年4月公表）

区　　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

給与費 B/A 1人当たり給与額

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

平成28年度の人件費率

29年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

135 480,330 73,483 188,765 742,578 5,501

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、職員の給料月額及び期末勤勉手当支給率の引上げ、扶養手当の引上げ等に取り組むと
されている。
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②その他の見直し内容

扶養手当について、平成２９年４月１日より段階的に実施

55歳を超える職員に対する給料等の1.5％減額支給措置を平成30年3月31日をもって廃止

　（給料表の改定実施時期）　　平成30年１２月７日
　（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均０．２％引上げ。勤勉手当支給率については、年間０．０５月分引上
げ。
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１）　）　）　）　職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

（（（（３３３３））））職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

岐阜県 42.6 328,159 405,994 363,179

国 43.5 329,845 ― 410,940

（国比較ベース）

御嵩町 40.4 301,900 348,000 323,000

区　　　　　分 御嵩町 岐阜県 国

一般行政職
大　学　卒 180,700 189,300 179,200

高　校　卒

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

148,600 154,300 147,100

一般行政職 大　学　卒 236,000 358,100 371,733 400,600

類似団体 41.7 306,891 353,106 330,692
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数及級別職員数及級別職員数及級別職員数及びびびび給料表給料表給料表給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注） 1 御嵩町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（（（（２２２２））））昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（平成30年平成30年平成30年平成30年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

最高号給の

給料月額 給料月額

7級 部長・参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

4

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の

11.1 319,200 410,200

5級 課長補佐
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

5

3.4 362,900 444,900

6級 課長・主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

13

24.8 263,000 381,000

3級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

30

4.3 288,900 393,000

4級 係長・主任主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

29

15.4 194,000 304,200

1級 主事・主事補
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

18

25.6 230,000 350,000

2級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

18

15.4 144,100 247,600

　１．勤務成績の評定の実施状況
　　　地方公務員法第４０条に基づき、毎年７月１日を評定日として、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　２．昇給への勤務成績の反映状況
　　　管理職は能力・態度・目標の達成度などの基準に基づいて、管理職以外の職員は能力・態度などの基準に基づいて、
　　　総合的に５段階の評価をおこなっています。その評定結果に基づき、５段階の昇給区分を決定しています。

　※人事考課実施規程のもと、職員の職務能力の向上と組織の活性化を推進していきます。
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（平成29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（  月分 （  月分 （  月分 （  月分 （  月分 （  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　10％～15％ 役職加算　5％～20％ 役職加算　5％～20％

管理職加算　15％、25％ 管理職加算　10％～25％

【参考】　勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（（（（２２２２））））退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成30年平成30年平成30年平成30年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

退職者の平均勤続年数 年

千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

（（（（３３３３））））地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成30年平成30年平成30年平成30年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

1.45） 0.65） 1.45） 0.65） 1.45） 0.65）

2.60 1.80 2.60 1.80 2.60 1.80

１人当たり平均支給額（平成29年度）

1,472

御嵩町 岐阜県 国

―
１人当たり平均支給額（平成29年度)

1,707

47.709

20

１人当たり平均支給額　　　　 10,130

28.040 33.27075 28.040 33.27075

39.758 47.709 39.758 47.709

　　　勤務評定に基づき、勤勉手当成績率を決定しています。

御　　嵩　　町 国

19.670 24.58688 19.670 24.58688

支給実績（前年度決算） 1,018

支給職員１人当たり平均支給年額（前年度決算） 254,500

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

47.709 47.709 47.709

岐阜市 6% 1 6%

多治見市 3% 1 3%

東京都 20.0% 1 20.0%

可児市 3% 1 3%
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（（（（４４４４））））特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成30年平成30年平成30年平成30年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

（（（（５５５５））））時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）

（（（（６６６６））））そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成30年平成30年平成30年平成30年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

円単身赴任手当
異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と別居して
単身で生活する職員 同 552 千円 552,000

手当の種類（手当数）                                                       11

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

支給実績（平成29年度普通会計決算） 134

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度普通会計決算） 4,173

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度普通会計決算） 23.7

施設事故処理手当 従事した職員 午後9時～翌日の午前6時の間に施設の事故処理の復旧 0 2,000円/回

常備消防手当 常備消防部員 火災、水害、警戒等での出動 16 1,500円/回

左記職員に

（平成28年度決算） 対する支給単価

滞納整理等業務手当 従事した職員 町税等の滞納整理 22 500円/日

行路死亡人収容等手当 従事した職員 行路死亡人の収容、処理 0 3,000円/体

行路病人救護手当 従事した職員 行路病人の救護 0 1,000円/回

犬猫等死体処理手当 従事した職員 犬猫等の死体処理 68 500円/体

不法投棄等処理手当 従事した職員 不法投棄等の処理作業 0 1,000円/日

支給実績（平成29年度普通会計決算） 26,534

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度普通会計決算） 197

支給実績（平成28年度普通会計決算） 31,352

社会福祉業務手当 従事した職員 精神障害者の搬送 8 2,000円/日

危険医療業務手当 従事した職員 危険医療業務 20 500円/回

用地交渉手当 従事した職員 公共用地の取得にかかる交渉 0 500円/日

感染症作業手当 従事した職員 感染症患者等の救護 0 2,000円/日

同 5,861 千円 279,095

平均支給年額
（平成29年度決算）

扶養手当

 配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 6，5００円
 満22歳に達する以後の最初の3月31日までの間にある子
                                                                  　10,000円
 満60歳以上の父母、祖父母及び孫　　　　　　　　  　6,500円
 満22歳に達する以後の最初の3月31日までの間にある弟妹
                                                                     6,500円
 重度心身障がい者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,500円

同 15,041 千円 238,746

職員１人当たり平均支給年額（平成28年度普通会計決算） 229

職員１人当たり平均支出額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、
制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

内容及び支給単価
国の制度と

の異同

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 （平成29年度

普通会計決算）

宿日直手当  宿直、日直をおこなった職員 同 3,574 千円 42,350

管理職特別勤務手当
 管理監督職員が週休日または夜間などに処理を要する臨時ま
たは緊急 性を有する用務に従事した場合 同 255 千円 12,000

管理職手当  管理監督職員に対し、役職に応じて定額を支給　 同 11,150 千円 619,444

通勤手当  通勤距離に応じて支給    限度額　５５,０００円 異 9,439 千円 96,316

住居手当  賃貸住宅を借り受け一定額以上の家賃を支払っている者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　限度額　２７，０００円
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

　　 （算定方式）

708千円×在職年数×500／100

594千円×在職年数×300／100

552千円×在職年数×240／100

（注）

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

人

人）

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注） 1 職員数は、町長・副町長・教育長を除いた一般職に属する職員数である。

2 [     ]内は、条例定数の合計である。

552,000 副市区町村長　673,000 円　　/  540,000  円

報
酬

議 長 300,000 375,000 円　　/  280,000  円

副 議 長 245,000 310,000 円　　/  220,000  円

区　分 給料月額など

給
料

町 長 （参考）類似団体における最高／最低額

副 町 長 594,000 市区町村長　840,000 円　　/  557,200  円

教 育 長

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込
額である。

　　　　　　　　区　分

　部　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成29年 平成30年

副 議 長 4.40　月分

議 員

退
職
手
当

町 長

教 育 長

備　　　　考

議 員 220,000 284,000 円　　/  195,000  円

期
末
手
当

町 長 　　（平成29年度支給割合）

教 育 長

議 長 　　（平成29年度支給割合）

副 町 長 4.40　月分

副 町 長

総務 46 46

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 2 2

税務 11 10 △ 1

商工 1 1

土木 13 13

66.13

（類似団体の人口1万人当たり職員数

育児休業による職員の減

民生 30 29 △ 1 退職による減

137 135 △ 2

（類似団体の人口1万人当たり職員数 89.01

衛生 14 14

農林水産 7 7

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

下水道 5 5

1 1

75.41

合　計 124 122 △ 2

退職による職員の減

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道 6 6

教育部門 13 13

小　計

介護保険 5 5

156 154 △ 2 ＜参考＞

国保 2 2

小　計 19

その他

19

[　180　］ [　180　］ [     0    ］ 83.48

合　　計

708,000
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（（（（２２２２））））年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）職員数は、町長・副町長・教育長を除く一般職の職員数である。

（（（（３３３３）　）　）　）　職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（ 2% ）

（ -28% ）

（（（（ -2%-2%-2%-2% ））））

（ -5% ）

（（（（ -3%-3%-3%-3% ））））

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

～ ～

36歳 40歳 44歳

～ ～ ～

計

56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

職員数（人）

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

154

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～

14 12 16 03 8 18 23 10 12

以上

48歳 52歳

23 15

過去5年間の
増減数（率）

一般行政 120 120 116 122 124 122 2.0

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

19 -1.0

総合計総合計総合計総合計 158158158158 157157157157 152152152152 156156156156 156156156156 154154154154 -4.0-4.0-4.0-4.0

公営企業等会計小計 20 20 20 20 19

13 -5.0

普通会計小計普通会計小計普通会計小計普通会計小計 138138138138 137137137137 132132132132 136136136136 137137137137 135135135135 -3.0-3.0-3.0-3.0

教育 18 17 16 14 13

部
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）水道事業水道事業水道事業水道事業

 ①職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成２９年３月３１日現在の職員数である。

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

　③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　10％～15％ 役職加算　10％～15％

520,725 43,712 30,433 5.84 5.76

29年度 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％　　　　　　　　　　　％

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
２8年度の総費用に

占める職員給与費率

区　　分 総費用
純損益又は実収

支

職員給与費
総費用に占める

職員給与費
（参考）

　　計　　Ｂ 給与費 B/A 1人当たり給与額

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 １人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

御嵩町 43.0 271,400 307,000

千円

6 20,559 12,705 7,854 30,433 5,072 5,529

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度）

1,317 1,472

2.60 1.80 2.60 1.80

御　嵩　町（一般行政職） 40.4 301,900 348,000

御　嵩　町 御　嵩　町（一般行政職）
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イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成３０年４月１日現在） ※支給はありません。

千円

円

% 人 %

エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

千円

　％

　千円

　千円

　千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

2

カ　その他の手当（平成２９年度決算）

千円

千円

千円

御　　嵩　　町 御　嵩　町（一般行政職）

10,130

支給実績（前年度決算） ‐

39.758 47.709 39.758 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

19.670 24.58688 19.670 24.58688

28.040 33.27075 28.040 33.27075

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２9年度決算） 2

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２９年度決算） 100.0

手当の種類（手当数） 3種類

‐ ‐ ‐ ‐

支給実績（平成２９年度決算） 9

支給職員１人当たり平均支給年額（前年度決算） ‐

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

施設事故処理手当 従事した職員 午後9時～翌日の午前6時の間に施設の事故処理の復旧 0 2,000円/回

滞納整理等業務手当 従事した職員 町税等の滞納整理 9 500円/日

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績 左記職員に

（平成28年度決算） 対する支給単価

職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職
員、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

内容及び支給単価
一般行政職

支給実績
（平成29年度決算）

支給職員１人当たり
手　当　名 の制度との 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 125

支給実績（平成28年度決算） 1,194

職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 199

用地交渉手当 従事した職員 公共用地の取得にかかる交渉 0 500円/日

支給実績（平成29年度決算） 746

81

通勤手当 325 千円 283

異同 （平成29年度決算）

扶養手当

一般行政職と同じ

780 千円 762

住居手当 324 千円
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※以下は御嵩町人事行政の運営等の公表に関する条例に基づく公表事項です。

８８８８　　　　職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）新規採用職員数新規採用職員数新規採用職員数新規採用職員数・・・・退職者数退職者数退職者数退職者数のののの状況状況状況状況

新規採用職員数の状況（平成３０年４月１日採用）

（2）（2）（2）（2）定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成３１３１３１３１年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

（3）（3）（3）（3）定員適正化定員適正化定員適正化定員適正化のののの進捗状況(前年度進捗状況(前年度進捗状況(前年度進捗状況(前年度とのとのとのとの比較)比較)比較)比較)

９９９９　　　　職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間・・・・休暇制度休暇制度休暇制度休暇制度

１０１０１０１０　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）平成平成平成平成２９２９２９２９年度中年度中年度中年度中のののの処分処分処分処分のののの状況状況状況状況

○分限処分とは

○懲戒処分とは

1人 0人 9人
大学卒業程度 保育士 2人

自己都合 免職 死亡 合計

大学卒業程度 一般事務職 2人
2人 0人 6人

退職者の状況（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

区分 職種 採用者数 定年 勧奨

157 157 0 0.00

平成29年4月1日 平成30年4月1日
純減数

平成30年4月1日現在の
数値目標との差職員数 職員数

平成30年4月1日 平成31年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

大学卒業程度 保健師 0人

高校卒業程度 一般事務職 2人

勤務時間帯 　午前8時30分～午後5時15分 夏期特別休暇 　6月～10月の期間に　4日間

週休日 　土曜日・日曜日 その他の特別休暇 　病気・結婚・産前・産後休暇など

156人 154人 -2人 -3人

　御嵩町では、平成17年に策定した定員適正化計画（平成17年度～平成22年度）の目標数値に基づいて職員数の適正化を進めてきました
が、平成22年度の目標数値当初173名は達成されました。また、定員適正化計画を順次見直し（平成19年度から平成23年度まで、平成24年
度から平成28年度）、新たに平成29年度から平成33年度までの定員適正化計画を策定しました。この定員適正化計画では、優秀な人材の確
保と総経費削減の視点に基づき、平成34年の職員数の目標を157名として設定しています。

勤務時間 　1日7時間45分　週38時間45分 年次有給休暇 　年20日間（最大20日を翌年に繰越）

分限処分 2 懲戒処分 8

　病気など一定の事由により、職務を十分に遂行することが期待できない場合などに、職員の同意を得ることなくおこなわれる処分

　職員に非違行為があった場合におこなわれる、公務員としての服務規律を維持するための制裁処分
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１１１１１１１１　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）職員職員職員職員のののの守守守守るべきるべきるべきるべき義務義務義務義務

服務違反者の数　・・・　該当者なし

１２１２１２１２　　　　職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）研修研修研修研修のののの方針方針方針方針

（2）（2）（2）（2）研修体系研修体系研修体系研修体系

（3）（3）（3）（3）勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　信用失墜行為の禁止 　職の信用を傷つけ、又は職の不名誉になるような行為をしてはならない。

　秘密を守る義務 　職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

　服務とは、職員が勤務に服するにあたってのあり方をいいます。
　この服務の根本基準については、地方公務員法第30条において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤
務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 」ことを規定しています。さらに、この服務に関
する具体的な事項については、地方公務員法第32条から第38条までにおいて規定されています。

服務に関する具体的事項 内　容

　命令に従う義務 　法令に従い、且つ、上司の職務命令に従わなければならない。

　昨今の地方自治体を取り巻く環境は、人口減少、少子高齢化、景気回復の足踏みなど非常に厳しい状況であり、また、行政が住
民から求められている内容は年々多様化していることから、これらに的確に対応できる行政運営が求められています。
　他方では、国は「働き方改革」と称して一人ひとりの意思や能力、置かれた個々の状況に応じた、多様で柔軟な働き方を選択可能
とする社会を構築し、働く人一人ひとりが自分の未来を自ら創っていけることを目指しており、働く人の視点に立った上で労働生産
性を改善することが求められています。
　こうした状況の中、本町が魅力ある町として持続可能な発展をするためには、職員一人ひとりが高い意識を持ち、高度な政策立案
能力を習得するなど自らの資質を高めていくことが重要となります。
　そこで、職員自らがスキルアップする意欲を持つことを基本に、自主学習（自己啓発）を推進していきます。その一方で、職場にお
いても能力開発に対する意欲を助長し、支援していく学習風土づくりを高めていきます。
　また、平成29年度に発覚した事務手続の不適正処理事案を契機として、課題の共有や問題解決を目的とした係内ミーティングが
各部署で実施されており、今後はこの係内ミーティングを発展させた職場内研修（ＯＪＴ）を進めていきます。
　このように職員を育成するために、①自主学習の支援、②職場内研修の充実、③職場外研修への計画的な派遣を行っていきま
す。

区　　分 内　　容 実施機関など

自主学習
職員が自主的に受講する各種講座の受講料の一部を「御嵩町職員自主学習講座受講助成
要綱」により助成する。

職員個人

　争議行為等の禁止 　ストライキ等をしてはならない。

　営利企業等従事制限 　営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業にも従事してはならない。

　職務に専念する義務 　勤務時間中、職務に注意力の全てを用い、職務にのみ専念しなければならない。

　政治的行為の制限 　政治活動等をしてはならない。

　評定区分

　職種・役職などに応じた以下の区分
　　　一般職　　　　　（部長・参事　／　課長　／　係長　／　主査　／　主任・主事・主事補）
　　　専門職　　　　　（保健師・栄養士　／　保育士）
　　　技能労務職　　（調理員・用務員）

　評定要素
　職種・役職区分毎に必要とされる要素を設定し評定
　係長職の評定要素の例
　　　・業務実績・政策立案能力・折衝交渉能力・部下育成能力・職務態度・職務意識

　評定の方法 　第一次評定者と第二次評定者の評定及び総合評定により評定

　評定基準日 　毎年2月1日

　被評定者 　常時勤務する部長・参事以下の職員

　評定者

　所属ごとに区分
　係長職の場合の例 　　　第一次評定者　　 課長
　　　　　　　　　　　 　　　　　第二次評定者　　部長・参事
　　　　　　　　　　　　　　 　　調整者　　　　　 　副町長

職場研修
所属長が、所属職員に日常の職務を通じて、計画的・継続的に職務を遂行する知識・技能な
どを修得させる。

所属長
研修担当課

職場外研修
市町村職員研修センターで「新規採用職員研修」「課長級職員研修」などの基本研修を行い、市町村職
員研修センター、市町村アカデミーなど派遣研修で、高度・専門的な知識技術を修得。

研修センター
市町村ｱｶﾃﾞﾐｰなど
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１３１３１３１３　　　　職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況についてについてについてについて

（1）（1）（1）（1）公務災害公務災害公務災害公務災害・・・・健康診断健康診断健康診断健康診断のののの状況状況状況状況

平成２９年度中の件数

（2）（2）（2）（2）職員互助会職員互助会職員互助会職員互助会へのへのへのへの補助補助補助補助のののの状況状況状況状況

職員互助会への補助金　　　　　　０円

（1）（1）（1）（1）措置要求及措置要求及措置要求及措置要求及びびびび不服申立不服申立不服申立不服申立てのてのてのての状況状況状況状況

（2）（2）（2）（2）給与給与給与給与、、、、勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件におけるにおけるにおけるにおける勧告勧告勧告勧告のののの状況状況状況状況
0　件

0 0 0 0
0 0 0 0

１４１４１４１４　　　　可茂広域公平委員会可茂広域公平委員会可茂広域公平委員会可茂広域公平委員会のののの報告報告報告報告についてについてについてについて

措
置

要
求

不
服

申
立
て

給与
勤務時間・休暇
その他の勤務条件
分限処分
懲戒処分
転任
その他

前年度
未処理件数

措置要求及び
申立て件数

処理件数
今年度
未処理件数

区分

0 0 0 0
0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

0 0
0 0 0 0

公務災害認定 1

健康診断の実施状況 152
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